
急速充電・長寿命・高い安全性能を実現する 
業務用一体型リチウムイオン蓄電池 ESSP-2000L 

◆ UPS不要の簡単設置 

◆ 監視パネル搭載/タイマー機能 

◆活用シーン 

「節電対策、停電への備え」 
リチウムイオン蓄電池の導入をご検討の方へ朗報 

蓄電池導入に補助金の交付を受けられます 

その事業は経済産業省および一般社団法人環境共創イニシアチブが 
実施するリチウムイオン蓄電池導入の支援事業です。 

ソニーの業務用蓄電池 ESSP-2000L が補助対象機器に指定されました。 

補助金限度額は、最大1/3の補助  詳細は裏面にて。 

製品 UPS機能 充電時間 充放電回数 

ソニー 
ESSP-2000L 

○ 
無瞬断 

約２時間 4,000回 

他社蓄電池 
（代表的な例） 

× 
瞬断 

６時間以上 非公表 

BCPを支える4要素 
・ 無瞬断 
・ 急速充電 
・ 長寿命 
・ 定格2.2kWhの大容量 

ソニーの蓄電池は 無瞬断・急速充電・長寿命で事業継続を強力にサポート。 

POSレジ端末や飲食店・薬局の冷蔵庫 
銀行ATM等のバックアップ電源に 

パソコンやサーバー、通信機器の 
バックアップ電源に 

省エネ設定可能 
・ピークシフト 
・ピークカット 

無瞬断のため、サーバーなどの機器に対してもUPS不要 



補助事業の概要 
１．事業名称 

定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業費補助金 
 

２．事業概要 
一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下、「SII」という。）が指定する蓄電システムの導入を行う事業所等に
対して、機器費の一部を予算の範囲内で補助する。 
 

３．補助対象者 
下記いずれかに該当する者。 
・ 日本国内において、SIIが指定する蓄電システムを設置する個人（個人事業主含む）。  
・ 日本国内において、SIIが指定する蓄電システムを設置する法人。  
・ 日本国内において、SIIが指定する蓄電システムを個人（個人事業主含む）又は法人に貸与する法人（リース

事業者、新電力（PPS）事業者等）。  
 

４．補助対象機器 
ＳＩＩが指定するソニー製の補助対象モデルは ESSP-2000L  
※ESSP-2000は対象になりませんのでご注意ください。 
※中古品は対象外です。  
※申請代行手数料は、補助対象となりません。 
 

５．補助率と補助上限額 
・ 個人（個人事業主含む）の場合は、補助金額の上限を100万円とし、その範囲内で機器費の1/3。  
・ 法人の場合は、補助金額の上限を1億円としその範囲内で機器費の1/3。 

但し法人であって、民生用住宅の専有部分に設置する場合、当該部分一件当たりの補助金額の上限を100
万円とし、その範囲内で機器費の1/3。 
※ 法人の場合は、機器の定格容量が10kWh以上であれば付帯設備と工事費についても補助の対象とりますが、ESSP-2000Lは定格容量が

2.2kWhで機器費のみが補助の対象となります。申請の際にご注意ください。 
 

６．事業期間 
平成24年3月30日から平成26年3月31日まで。 
ただし、上記期間中に補助金の支払いを完了させるため、補助金の予約申請期限は平成25年12月末日まで
（予定）、交付申請期限は平成26年1月末日まで（予定）とする。 
※ 予約決定通知送付前に購入、設置した場合は対象外とする。  
※ 申請の合計額が予算額に達した場合、補助事業期間内であっても事業は終了する。 
 

７．補助金申請の流れ 
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ソニービジネスソリューション株式会社 

業務用商品相談窓口 
フリーダイヤル 0120-788-333 
 ● 携帯電話・PHS・一部のIP電話からは 0466-31-2588 
 ● FAX 0120-333-389 
 ● 受付時間 9:00～18:00 （土・日・祝日、および弊社休日は除く） 

●仕様および概観は改良のため予告無く変更することがあります。あらかじめご了承ください。 
●カタログと実際の色とは印刷の関係で多少異なる場合があります。 
●本カタログに記載されている社名および商品名は各社の登録商標、商標および商品です。なお、本文中ではTM、®マークは明記していません。 

記載内容2012年4月現在 

予約決定通知受理前の 
購入は不可 

申請は「予約申請」と「交付申請」の2回があります。 
予約申請と交付申請に際しては、それぞれ申請書の他必要な書類が多数ありますのでご注意ください。 

詳しくはＳＩＩのホームページでご確認願います   http://sii.or.jp/lithium_ion/?archives=7 

交付申請は、設置工事の完了報告（実績報告）を兼ねる 
申請期限は平成26年1月末日まで（予定） 

申請期限は 
平成25年12月末日まで（予定） 
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